
平成２５年度補正予算 創業補助金（創業促進補助金）の流れ 

本制度では、申請後、「採択通知」→「交付決定」を経て、補助対象期間に入ります。 

「交付決定」以前に契約されたもの、支払われたものは、原則として対象経費となりませんので、事業計画を検討の
際には十分注意ください 

申請者の皆様へ 

⑪補助金交付 
 
 最終H27.12 

⑩補助金 
交付請求 

201308 

④審査・採択 
（国への協議） 

地域審査 
委員会  

［ 都道府県事務局 ］ 

⑫事業化等 
 状況報告 
 5年間 

⑨対象確認検査 
   
→補助対象額の 
 確定通知 

⑧完了報告 

⑤採択通知 
＊ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで
結果公表後、 
書面で通知さ
れます。  
*資料の提供や
手順の説明が
行われます。 

③応募 

⑦交付決定通知 
（補助対象経費確定 
・補助上限額確定） 

（事業の実施） 

 
認定支援機関たる 

金融機関又は 
 

金融機関と連携した
認定支援機関 

①相談 

②事業計画策定支援・
実行支援確認 
 ※「確認書」 

○ 本事業の補助金交付は、完了報告の後、確定検査を受けていただき、対象とした経費の支払いに係る関係書類や対象とした機器等の確認を行ったの
ちに、最終的な補助額の確定が行われ（⑨）、交付する流れとなります（⑪）。 

 補助金が交付実行されるまでに係る時間は、検査対象により異なりますので、検査を行う事務局からの指示には、十分ご注意ください。 
 

○ 上図の②のとおり「認定支援機関たる金融機関又は金融機関と連携した認定支援機関」による「事業計画策定支援及び実行支援確認」が必要
となります。 

 ※「確認書」を整えるためには、認定支援機関への相談（事業計画内容の確認・ブラッシュアップ）に加え、金融機関への相談（当該
計画に対する支援に係る「覚書」締結が必要）を行う必要があり、必要な押印が得られるまでに時間を要します。 

 十分な余裕をもって相談し、計画を十分に検討して申請してください。 

全国審査 
委員会 

  創業予定者、中小企業者・特定非営利活動法人 

募集期間 2/28～6/30まで 

⑥交付申請 
 対象経費の最終
的な洗い出しを行
います。 

５年以内に、対象事業で一定
の収益が上がる場合には、収
益納付の義務があります。 

締切日から約2ヶ月 

任意の期間 
事務局からの
連絡をお待ちく
ださい。 

補助対象期間 

2～3ヶ月程度を見込んでください 


